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事 例 発 表 会 次 第 
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１． 開会挨拶 

北海道農政部農村振興局活性化支援担当局長    西崎  高 

  

２．多面的機能支払の現状と今後の展開方向 

農林水産省農村振興局農地資源課多面的機能支払推進室 

室長 長山 政道 

                    保全調整第１係 古川 智子 

 

３．事例発表 

（１）多面的機能支払交付金事業に係る先進地視察研修報告 

発表者 上伏古環境保全組合     組合長   鳥本 勝信 

    北見市農林水産部農林整備課 管理係長   江本 博幸 

 

（２）地域連携を通じたるもい農業の発展を目指して 

発表者 特定非営利活動法人るもい農業応援隊 事務局長 佐藤 武志 

 

【休   憩】 

 

４．機能診断・補修技術研修 

講 師 北海道土地改良事業団体連合会   

技術部 農地・施設管理支援課  課長 作山  剛 

 

５．事務支援の仕組み作り等について 

北海道土地改良事業団体連合会 技術部 地域支援課  

（北海道日本型直接支払推進協議会事務局） 主幹 田村 宏幸 

 

６．閉  会 



多面的機能支払の現状と今後の展開方向

平成31年２月27日

農林水産省農村振興局整備部農地資源課
多面的機能支払推進室

長山 政道
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２

1. 農業･農村の多面的機能

2. 多面的機能支払交付金について

（１）制度の変遷
（２）交付金制度の概要
（３）実施状況（取組面積の推移等）
（４）活動をめぐる状況

（活動組織の構成・規模）
（５）資源向上支払（共同）の実施状況
（６）資源向上支払（共同）のうち

多面的機能の増進を図る活動の
実施状況

（７）資源向上支払（長寿命化）の
実施状況

（８）制度創設から５年目の
施策の評価の考え方

３. 取組の拡がりと課題

（１）対象組織数減少の理由と
対象組織等の今後の取組の意向

（２）未取組集落における、
本交付金への取組検討の状況

（３）対象農用地
（４）多様な主体の参画
（５）長寿命化対策の課題
（６）事務作業の状況

5. 次期対策に向けての対応

（参考）メールマガジン、Facebookについて
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これらの維持･発揮を支える「多面的機能支払交付金」

②土砂崩れを防ぐ機能

③土の流出を防ぐ機能

①洪水を防ぐ機能

④川の流れを安定させる機能

⑤地下水をつくる機能

⑥暑さをやわらげる機能
⑦生きもののすみかになる機能

⑧農村の景観を保全する機能

⑨文化を伝承する機能
⑩癒しや安らぎを
もたらす機能

⑪体験学習と教育の機能

１ 農業･農村の多面的機能 ３

H11 H12～ H19～ H23～ H26
～

食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
法

制
定

日本型
直接支払

中山間地域等
直接支払

多面的
機能支払

環境保全型
農業直接支払

独
立

中山間地域等直接支払

H27～

農
業
の
有
す
る
多
面
的
機
能
の
発
揮
の

促
進
に
関
す
る
法
律

制
定環境保全型

農業直接支払

農地・水・環境
保全向上対策

農地・水保全
管理支払

２ 多面的機能支払交付金について （１）制度の変遷

○平成19年度～ 農地･水･環境保全向上対策を開始。
○平成26年度～ 日本型直接支払（中山間地域等直払支払、多面的機能支払、

環境保全型農業直接支払）を開始。
○平成27年度～ 多面的機能発揮促進法に基づく制度として実施。

４

農業農村の地域資源の適切な管理保全により、

①多面的機能の維持・発揮、②担い手農家への農地集積を後押し。

「多面的機能支払」の目的
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5

多面的機能を支える共同活動を支援
※担い手に集中する水路･農道等の管理を地域で支
え､農地集積を後押し｡

水路の泥上げ農地法面の草刈り

農地維持支払

資源向上支払

地域資源の質的向上を図る共同活動を支援

水路のひび割れ補修 植栽活動

○ 地域共同で行う､多面的機能を支える活動や､地域資源(（農地､水路､農道等）の質的向上
を図る活動を支援。

支
援
対
象

支
援
対
象

２ 多面的機能支払交付金について （２）交付金制度の概要 ５

○農業者のみで構成
される活動組織

又は
農業者及びその他
の者（地域住民、
団体など）で構成
される活動組織

農業者

生産
法人

農業者

農業者

地域
住民

水土里ﾈｯﾄ
ＪＡ等

農業者

地域住民
参加型

）

交付対象者

○農業者及びその他
の者（地域住民、
団体など）で構成
される活動組織

地域
住民

農業者

地域住民
参加型

自治会

水土里ﾈｯﾄ
ＪＡ等

地域
住民

農業者

自治会

ＰＴＡ消防団

都市
住民

ＮＰＯ
都市・農村
交流型

水土里ﾈｯﾄ
ＪＡ等

農地維持支払 資源向上支払

施設の長寿命化のための活動

支
援
対
象

未舗装の農道を舗装

6

【平成31年度予算案 486億５百万円】

【多面的機能支払交付金】 484億１百万円

【多面的機能支払推進交付金】１６億円 都道府県､市町村及び推進組織による事業の推進を支援

都府県

①農地維持
支払※5

②資源向上支
払(共同)※1

③資源向上支払
(長寿命化)※2,3

田 3,000 2,400 4,400

畑※4 2,000 1,440 2,000

草地 250 240 400

北海道

①農地維持
支払※5

②資源向上支
払(共同)※1

③資源向上支払
(長寿命化)※2,3

田 2,300 1,920 3,400

畑※4 1,000 480 600

草地 130 120 400

［農地・水保全管理支払を含め５年間以上実施した地区は、②に75％単価を適用］

※１：②の資源向上支払(共同)は、①の農地維持支払と併せて取り組むことが必要
※２：水路や農道などの施設の老朽化部分の補修や施設の更新
※３：①､②と併せて③の施設の長寿命化のための活動に取り組む地域は､③(都府県
の田：4,400円/10a等)が加算され､②に75％単価を適用

※４：畑には樹園地を含む
※５：事業計画期間中に畑地化する場合、当該期間中においては、農地維持支払の

交付単価は田の単価を適用

交付単価（円/10a） 交付ルート

※平成27年度からは、法律に基づく措置として、都道府県
及び市町村を通じたルートに変更。

国
（地方農政局等）

都道府県

活動組織

市町村

国費分

国費分＋都道府県分

国費分＋都道府県分＋市町村分

２ 多面的機能支払交付金について （２）交付金制度の概要 ６
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○ 平成29年度は、全国で約2万８千の活動組織、約227万haの農用地を対象とした取組
を支援。取組面積は平成25年度に比べ、1.5倍に拡大し、54％をカバー。

○取組組織数、取組面積の推移

資料：Ｈ29年度実施状況報告書

年度

２ 多面的機能支払交付金について （３）実施状況（取組面積の推移等） ７

農地・水・環境保全向上対策
農地・水保全管理支払交付金

多面的機能支払交付金

○地目別取組面積とカバー率 （平成29年度）

取組面積
（ha）

対象農用地
面積 (千ha)

カバー率

Ａ Ｂ Ａ／Ｂ

全体 2,265,742 4,180.5 54%

田 1,416,266 2,239.0 63%

畑 539,073 1,226.8 44%

草地 310,404 714.7 43%

都道府県別のカバー率
（全国平均54％）

平成29年度

富山県
74%

福井県
82%

兵庫県
82%

北海道
67%

8

9% 11%
21%

60%

22%
31%

18%
6% 9%

1%

53%

0%

20%

40%

60%

80%

農事組合
法人

営農組合 営農団体

その他

自治会 女性会 子供会 土地改良

区

ＪＡ 学校・PTA NPO 非農業者

団体

その他

農事組合
法人

【消防団など】

○ 対象組織には、非農業者も含め 234万人・団体が構成員として参加。自治会、子供
会、女性会等の非農業者団体が約３割（平成29年度）。

○ 対象組織の活動面積の規模は、50ha未満が約7割を占めている。

○対象組織の構成員数

資料：平成29年度実施状況報告書

個人 団体

農業者 非農業者 農業関係 その他

159万８千人 56万５千人 ２万８千団体 14万６千団体

合計 234万人・団体

○対象組織の活動面積の規模

20ha未

満; 35%

20～

50ha; 

36%

50～

100ha; 

16%

100～200ha; 

6%

200～500ha; 

4%
500ha以上; 2% 全国平均：80ha

北海道平均：914ha
都府県平均： 54ha

○対象組織への各団体の参画割合（全国28,290組織）

２ 多面的機能支払交付金について （４）活動をめぐる状況 （対象組織の構成・規模）８
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790

13,271

4,282

313

80

8,739

317

55

45

235

38

0 5,000 10,000 15,000

農業用水の地域用水としての利用・管理

景観形成のための施設への植栽等

農用地等を活用した景観形成活動

伝統的施設や農法の保全・実施

農用地から風塵の防止活動

施設等の定期的な巡回点検・清掃

水田の貯留機能向上活動

水田の地下水かん養機能向上活動

水源かん養林の保全

地域資源の活用・資源循環のための活動

（独自要件）

（組織）

H29

景観形成・

生活環境保全

(20,632組織)

資源循環(235組織)

その他(38組織)

水田貯留・

地下水かん養

(407組織)

２ 多面的機能支払交付金について

○市町村数・対象組織数・認定農用地面積の推移

◯ 資源向上支払（共同）については、平成30年3月末現在、全国1,284市町村において、22,299組織が約
200万haの農用地で、地域の多様な主体の参画を得て地域資源の質的向上を図る共同を実施している。これ
らは、農地維持支払の対象組織数の約８割、認定農用地面積の約９割に相当する。
○ 資源向上支払（共同）に取り組む22,299組織における農村環境保全活動の内容を見ると、「景観形成・
生活環境保全」20,632組織（93％）、「生態系保全」6,383組織（29％）、「水質保全」4,452組織
（20％）の順に実施している対象組織が多い。

資料：平成29年度実施状況報告書より作成

H19 H20 H21 H22 H23 H24 Ｈ25 H26 H27 H28 H29

1,241 1,282 1,251 1,254 1,248 1,189 1,198 1,247 1,271 1,286 1,284

17,122 18,973 19,514 19,658 19,677 18,662 19,018 21,299 22,731 23,279 22,299

うち広域活動組織 - - - - - 520 551 646 704 747 786

1,160,430 1,361,364 1,425,144 1,433,293 1,429,826 1,455,049 1,474,379 1,792,816 1,930,358 1,996,037 2,001,220

市町村数

対象組織数

認定農用地面積（ha）

○農村環境保全活動の実施状況（平成29年度）

3,477

457

309

267

381

2,052

226

563

1,547

46

470

2,426

128

114

58

14

0 5,000 10,000 15,000

生物の生息状況の把握

生物多様性保全に配慮した施設の適正管理

水田を活用した生息環境の提供

生物の生活史を考慮した適正管理

放流・植栽を通じた在来生物の育成

外来種の駆除

希少種の監視

水質保全を考慮した施設の適正管理

水田からの排水（濁水）管理

循環かんがいの実施

非かんがい期における通水

水質モニタリングの実施・記録管理

排水路沿いの林地帯等の適正管理

沈砂池の適正管理

土壌流出防止のためのグリーンベルト等の適正管理

管理作業の省力化による水資源の確保

（組織）

H29

生態系保全

(6,383組織)

水質保全

(4,452組織)

２ 多面的機能支払交付金について （５）資源向上支払（共同）の実施状況 ９

1,304

5,193

1,488

1,531

6,778

116

2,198

99

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000

遊休農地の有効活用

農地周りの共同活動の強化

地域住民による直営施工

防災・減災力の強化

農村環境保全活動の幅広い展開

医療・福祉との連携

農村文化の伝承を通じた

農村コミュニティの強化

その他

対象組織数（複数選択可）

多面的機能の増進を図る活動

H29

○ 資源向上支払（共同）に取り組む対象組織における多面的機能の増進を図る活動内容を見る
と、「農村環境保全活動の幅広い展開」6,778組織（42％）、「農地周りの共同活動の強化」
5,193組織（32％）を行っている対象組織が多い。

遊休農地の有効活用

地域内外からの営農者の

確保、地域住民による活

用、企業と連携した特産物

の作付等、遊休農地の有効

活用のための活動

農地周りの共同活動の強化

鳥獣被害防止のための対

策施設の設置や農地周りの

藪等の伐採、農地への侵入

竹等の防止等、農地利用や

地域環境の改善のための活

動

地域住民による直営施工

農業者・地域住民が直接

参加した施設の補修や環境

保全施設の設置、そのため

の技術習得等、地域住民が

参加した直営施工による活

動

防災・減災力の強化

水田やため池の雨水貯留

機能の活用、危険ため池の

管理体制の整備・強化等、

地域が一体となった防災・

減災力の強化活動

農村環境保全活動の幅広い

展開

農地等の環境資源として

の役割を活かした、景観の

形成、生態系の保全・再生

等、農村環境の良好な保全

に向けた幅広い活動

医療・福祉との連携

地域の医療・福祉施設等

と連携した、農村環境保全

活動への参画や農業体験等

を通じた交流活動等、地域

と医療・福祉施設等との連

携を強化する活動

農村文化の伝承を通じた農

村コミュニティの強化

農村特有の景観や文化を

形成してきた伝統的な農業

技術、農業に由来する行事

の継承等、文化の伝承を通

じた農村コミュニティの強

化に資する活動

その他
都道府県が実施要綱に基

づく基本方針において対象
活動とすることとした活動

(8%)

(32%)

(9%)

(10%)

(42%)

(1%)

(14%)

(0.6%)

○多面的機能の増進を図る活動の実施状況（平成29年度）

資料：平成29年度実施状況報告書より作成

２ 多面的機能支払交付金について
（６）資源向上支払（共同）のうち多面的機能の増進を図る活動の実施状況
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10,280 11,471 11,880 11,586

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 Ｈ25 H26 H27 H28 H29

（組織） 対象組織数

２ 多面的機能支払交付金について

○市町村数・対象組織数・対象農用地面積の推移

※H23～H25実績は「農地・水保全管理支払交付金」における向上活動支援交付金の取組状況を参考として掲載。

○資源向上支払（長寿命化）の対象施設の数量

◯ 資源向上支払（長寿命化）については、平成30年3月末現在、全国869市町村において、
11,586組織が約2.6万kmの水路、約1.1万kmの農道、約4千2百箇所のため池を対象に補修
又は更新を計画している。これは、農地維持支払で保全管理する対象施設の数量に対する割合
としては、水路は約6.2％、農道は約4.6％、ため池は約9.0％となっている。

資料：平成29年度実施状況報告書より作成

24
35 40

55 64 68 69

0

50

100

150

200

250

H19 H20 H21 H22 H23 H24 Ｈ25 H26 H27 H28 H29

(万ha) 対象農用地面積

※対象農用地面積とは、交付金の算定対象となる農用地の面積

H19 H20 H21 H22 H23 H24 Ｈ25 H26 H27 H28 H29

626 697 736 831 873 879 869

5,811 7,408 8,171 10,280 11,471 11,880 11,586

うち広域活動組織 - 257 282 401 483 529 575

236,982 347,898 400,935 550,446 636,996 676,408 689,393

対象組織数

対象農用地面積（ha）

市町村数

資源向上支払（長寿命
化）の対象施設数

農地維持支払の対象
施設数に対する割合

水　 路  (km) 26,158 6.2%

農　 道  (km) 11,189 4.6%

ため池 (箇所) 4,194 9.0%

２ 多面的機能支払交付金について （７）資源向上支払（長寿命化）の実施状況 11

○ 本交付金の施策の評価については、実施要綱に基づき第三者委員会を設置し、交付状況の点
検を毎年度行い、その結果を踏まえ、制度創設から５年目となる平成30年度に本交付金の効
果の評価を行う。

農業の持続的な発展取組の実施状況

多面的機能支払交付金実施要綱（抜粋）
第３ 実施体制

１ 国の役割
国は、（中略）本交付金の交付が計画的かつ効果的に実施されるよう、交付状況の点検及び効果の

評価を行い、施策に反映するため、第三者機関を設置することとする。

① 地域資源の適切な保全管理

② 農村環境の保全・向上

③ 農業用施設の機能増進

④ 農村の地域コミュニティの維
持・強化への貢献

⑤ 構造改革の後押し等地域農
業への貢献

⑥ 自然災害の防災・減災・復旧

取組の分析・検証

交付状況の点検 効果の評価

農村の振興

多面的機能の発揮

＜評価の視点＞

12２ 多面的機能支払交付金について （８）制度創設から５年目の施策の評価の考え方 12
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37%

34%

41%

55%

57%

51%

8%

9%

8%

4%

4%

11%

85%

83%

73%

11%

13%

15%

組織）

○ 認定農用地面積は年々増加傾向にあるものの、対象組織数は平成28年度から平成29年度にかけて789
組織減少（対前年比約３％減）している。減少の理由としては、対象組織の広域化や、活動が継続できず
取組をやめた場合等であった。
○ 取組をやめた理由を聞き取りしたところ、主な原因として、「構成員の高齢化による参加者の減少」
「後継者不足」「役員の担い手不足」などの意見があった。資源向上支払（長寿命化）については、当初
予定していた取組が終了したためという回答もみられた。
○ 対象組織及び市町村に今後の意向について聞き取りをしたところ、対象組織では「現在の面積を継続」
が７～８割、市町村では「面積をさらに拡大」及び「現在の面積を継続」がそれぞれ４～５割を占めた。
また、どうすれば取組を継続できるかについては、対象組織・市町村とも「事務の簡素化、効率化」など
の意見が多かった。

○平成31年度以降の取組の意向

○対象組織数減少の主な原因
・対象組織の広域化
・構成員の高齢化による参加者の減少
による取りやめ
・役員の担い手不足による取りやめ
・事務負担が大きいことによる取りやめ

○資源向上支払（長寿命化）の対象組織数
減少の原因
・施設の整備が一段落したことによる
取りやめ
・整備箇所を見直したことによる取りやめ

どうすれば取組を継続できるか
○事務の簡素化、効率化 （対象組織・市町村）
○業者との調整や入札事務などの改善 （対象組織）
○取組内容の見直しまたは実施期間の短縮 （対象組織）
○リーダーとなる人の存在と、それに賛同する若者がいること （対象組織）

○対象組織数減少の原因

市
町
村

対
象
組
織

資料：平成30年度活動実態調査より作成

面積を拡大 現在の面積を継続 面積を縮小

面積を拡大 現在の面積を継続 面積を縮小

農地維持支払

（調査対象：340市町村）

資源向上支払（共同）
（調査対象：340市町村）

資源向上支払（長寿命化）
（調査対象：296市町村）

農地維持支払

（調査対象：146組織）

資源向上支払（共同）

（調査対象：141組織）

資源向上支払（長寿命化）
（調査対象：98組織）

３ 取組の拡がりと課題 （１）対象組織数減少の理由と対象組織等の今後の取組の意向 13

交付金の内容

を知っている

66%

交付金の

名前は知っ

ている
31%

全く知らない

3%

検討している

18%

検討したが、取組に

は至ってない
58%

検討していない

24%

調査対象：38集落

◯ 未取組集落
※
へのアンケート調査では、97％の集落が、本交付金について「交付金の名前は知ってい

る」「交付金の内容を知っている」と回答しており、未取組集落においても、本交付金への認識は高い。
◯ 未取組集落へのアンケート調査では、18％の集落が、本交付金への取組を「検討している」、58％の
集落が「検討したが、取組には至っていない」と回答。

◯ 検討したが、取組に至っていない主な理由として、「農家の高齢化が進んでおり、本交付金の活動を取
りまとめるリーダーや役員の選定が困難」等が挙げられた。

◯ このうち、取組への意欲はあるものの、役員の受け手不足や小規模な集落のため、交付金に取り組みに
くい場合については、平成30年度から導入した小規模集落支援の活用等により取組の実施が可能。

○未取組集落における本交付金の認知及び取組の検討状況

資料：平成30年度活動実態調査より作成

取組に至らなかった主な理由

※:これまでに農地・水・環境保全向上対策、農地・水保全管理支払、多面的機能支払のいずれにも取り組んだことがない農業集落。

平成30年度より、既存対象組織が、地域
資源の保全管理が困難な小規模集落を取り
込み、集落間連携により保全管理を行う取
組を支援する加算措置を導入。

・農家の高齢化が進んでおり、本交付金の活動を取りまとめる
リーダーや役員の選定が困難であるため。

・対象とする農地面積が小さく、事務負担に比べて交付される金
額が小さいため。

・ほ場整備事業を実施中であり、同時期に本交付金に取り組むこ
とで事務が煩雑になることが懸念されたため。

・中山間地域等直接支払に既に取り組んでおり、必要な保全管理
ができているため

３ 取組の拡がりと課題 （２）未取組集落における、本交付金への取組検討の状況 14
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○ 都道府県知事は、農業生産の継続性、多面的機能の発揮の促進を図ることの効果や必要性等を踏まえて、
農振農用地以外にも生産緑地内の農地、条例等により適正な保全管理が図られている農用地等を対象農用
地として定め、多面的機能が維持・発揮されている。
○ 一方で、資源向上支払の対象農用地とはなっていないため、水路等の老朽化の進行により施設の機能が
低下すると、条例等が目的としている農産物の供給等の機能が十分に発揮されなくなり、多面的機能の維
持・発揮にも支障を及ぼす恐れ。

○農振農用地以外を対象農用地としている
面積及び対象組織数

○農振農用地以外で都道府県知事が定める農用地の例

・ 新鮮で安全安心な農産物を供給する農用地。
（農振農用地以外の対象農用地では約225億円の農業生産が行われていると試算）
・ 良好な都市環境の創造、心安らぐ景観の形成等、多様な公益的機能を発揮し
ている農用地。

・ 農地維持支払で農地周りの草刈や泥上げ等の基礎的保全活動により、施設を
維持しているが、水路等の老朽化が進行しており、補修や更新が必要な状況。

条例等において規定しており、今後とも維持していく必要

条例等が目的としている農産物の供給等の機能が十分に発揮されなくな
り、多面的機能の維持・発揮にも支障を及ぼす恐れ

○農用地を維持していく上での課題

0.1%
0.6% 0.5% 0.5%

0.2%

2.7%

0.7%

1.3%

0.3%
0.0%

0.5%

0%

1%

2%

3%

北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 全国

【平成29年度】

※平成29年度の交付額（国費）の試算額 約1.4億円
例）都府県の田 7.1千ha × 1,500円/10a ＝ 約1.1億円

農地維持支払の
交付単価（国費）

農振農用地以外の
対象農用地を含む対
象組織数（組織）

853 51

5,866 579

3,420 116

3,415 244

1,687 16

3,978 802

3,045 166

1,403 119

4,573 123
50 0

28,290 2,216

農地維持支払に
取り組む対象組織数

（組織）

農振農用地以外の
対象農用地面積
（千ha）

北海道 780 1.1

東北 439 2.7

関東 200 1.1

北陸 223 1.1

東海 84 0.1

近畿 121 3.3

中国 93 0.6

四国 50 0.7

九州 254 0.8
沖縄 22 0.0

全国 2,266 11.5

農地維持支払の
認定農用地面積
（千ha）

認定農用地面積に対する農振農用地以外の対象農用地面積の割合

資料：平成29年度実施状況報告書より作成

３ 取組の拡がりと課題 （３）対象農用地 15

農業者個人

160万人、69%
農業関係団体

2.8万団体、1%

非農業者個人

56.5万人、24%

農業関係以外の団体

14.6万団体、6%

9% 11%
21%

60%

22%
31%

18%

6% 9%
1%

53%

0%

20%

40%

60%

80%

農
事
組
合
法
人

営
農
組
合

営
農
団
体

そ
の
他

自
治
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○ 対象組織の構成員数は、農業者・非農業者合わせて234万人・団体で、うち非農業者・団体は71万人・団体と約３割を占
めるが、土地改良長期計画の目標値（H32に約４割）には届いていない。

○ 基礎的保全活動は、農業者や自治会が多く参加する一方で、女性会は植栽活動、学校・PTAは生き物調査への参加率が高く
なっている。

○ 取組への参加者の年齢及び男女構成比率は、基幹的農業従事者と比較して、年齢別では65歳未満の参加割合が高い一方で、
男女別では女性の参加割合が低くなっている。

○対象組織の構成員数

資料：平成29年度実施状況報告書

○対象組織への各団体の参画割合

○取組への参加者の年齢及び男女構成比率

（
消
防
団
等
）

資料：平成29年度実施状況報告書

○取組への各団体の参加割合

資料：平成30年度活動実態調査

調査対象：456団体

N=879

N=762

N=302

資料：平成27年度アンケート結果

調査対象：1,000組織

N=879

N=762

N=302

（参考）
（参考）

35%

8%

12%

29%

34%

38%

24%

32%

60%

19%

29%

24%

23%

20%

28%

18%

28%

27%

8%

32%

10%

7%

10%

2%

6%

1%

7%

8%

18%

2%

2%農業者

土地改良区

自治会

女性会

学校・PTA

その他

清掃活動に参加基礎的保全活動に参加 植栽活動に参加

生き物調査に参加 参加していない その他

３ 取組の拡がりと課題 （４）多様な主体の参画 ① 16
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0～25％ 25～50％ 50～75％ 75～100％

対象組織の設立

以前から
43%

対象組織の設立

がきっかけ
30%

農村環境保全活動

がきっかけ
15%

多様な主体は参

画していない
6% その他

6%

○ 多様な主体が参画するようになった経緯は、対象組織の設立以前から多様な主体が取組に参画していた対象組織が43％、

対象組織の設立がきっかけとなった対象組織が30％、農村環境保全活動がきっかけとなった組織が15％であった。

○ 多様な主体の参画による効果は、農業者の負担軽減効果(59％)が最も多く、次いで行事への参加人数の増加(27％)であった。

○ 一方、地域ぐるみで行う基礎的な保全活動の実施に当たって、農業者と比べると非農業者等の参加率が低い傾向がみられる。

○多様な主体が取組に参画するようになった経緯

○多様な主体の参画による効果

調査対象：145組織

0～25％ 25～50％ 50～75％ 75～100％

○地域ぐるみの基礎的な保全活動への参加率※１別の
対象組織数 （農業者）

資料：平成30年度活動
実態調査より作成

調査対象：243組織

○地域ぐるみの基礎的な保全活動への参加率別の
対象組織数 （非農業者）

資料：平成30年度活動実態調査より作成
調査対象：243組織

60組織
(25%)

52組織
(21%)46組織

(19%)

85組織
(35%)

15組織
(6%)

143組織
(59%)

30組織
(12%)

55組織
(23%)

地域ぐるみの基礎的な保全活動への農業者の参加率

地域ぐるみの基礎的な保全活動への非農業者の参加率

※１ 対象組織が行う基礎的な
保全活動のうち、活動量（活動
人数×活動時間）が年間を通じ
て最も多い活動における、構成
員に対する参加人数の割合

３ 取組の拡がりと課題 （４）多様な主体の参画 ② 17

57%

36%

32%

17%

15%

0% 20% 40% 60% 80%

81%

15%

3% 1%

１件あたりの整備規模（実施件数ベース）

200万円未満 200～500万円 500～1,000万円 1,000万円以上

○ 資源向上支払（長寿命化）の要望が多い中、以下のような例が見られる。

・規模の大きい対象組織では、他事業でも対応できるような比較的規模の大きな整備が実施されている。

・規模の小さい対象組織では、発注事務への対応等の課題により、長寿命化対策への取組がなされていない場合もある。

・加えて、技術面においては、長寿命化工法が適用されていない事例もある。

○ 一連の農業水利システムの一貫した長寿命化対策を行うために、他事業と役割分担するとともに、

都道府県等の技術的指導を受け、より効果的・効率的に実施する必要。

○一連の農業水利システムのうち多面的機能支払による
長寿命化対策の対象イメージ

【小さな対象組織が長寿命化に取り組めていない理由】

50ha以下の規模の小さ
な対象組織への聞き取り
では、約６割の対象組織
が、体制が脆弱であるた
め、資源向上支払（長寿命
化）に取り組めないと回答

調査対象：47組織

資源向上支払（長寿命
化）による整備の規模は、
一部の対象組織におい
て、比較的規模の大きな
整備を実施している

【比較的規模の大きな整備の実施状況】

【技術的助言による効果的な長寿命化対策の実施イメージ】

老朽化した水路

ひび割れ
破損

目地詰め ライニング 全面更新

想定される長寿命化対策の例

老朽化状況等を踏まえ、都道府県等から、
工法選定等の技術的指導を受ける

予算不足等により活動が認定
されない

機能診断の結果、長寿命化対
策が不要

認定農用地面積が小さく、長寿
命化対策に必要な予算が確保
できない

組織の体制が脆弱で対応でき
ない

その他

調査対象：588件

３ 取組の拡がりと課題 （５）長寿命化対策の課題 18
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３ 取組の拡がりと課題 （６）事務作業の状況

○ 対象組織における年間事務作業時間は、1,000時間を超える組織が約10％存在。

○ 事務作業に対して負担を感じている対象組織は８割以上にのぼり、このうち、このままでは「取組の中止が懸念される」

または「継続ができない」と回答した対象組織は23％。

○ 年間1,000時間以上事務作業に要している市町村も20％存在。作業の内容は「実施状況の確認」「提出書類のチェッ

ク」が上位を占める。一方、広域活動組織を含む市町村では、10ha当たりの作業時間が約２時間短くなっている。

○対象組織におけるのべ事務作業時間（時間/年）

調査対象：105組織

それほど負担に

はなっていない
8%

負担は大きいが

活動の継続には

支障はない
62%

事務負担が大きいま

までは、活動の中止

が懸念される
22%

事務負担が大きいため、

活動が継続できない

1% その他
7%

○対象組織における事務作業の負担感

100時間未満
57%,（45）

100～300時間
21%,（183）

300～600時間
10%,（429）

600～1000時間
2%,（897）

1000時間以上
10%,（2,709）

100時間未満
25%,（35）

100～300時間
27%,（185）300～600時間

16%,（426）

600～1000時間
12%,（753）

1000時間以上
20%,（2,758）

調査対象：171市町村

○市町村におけるのべ事務作業
時間（時間/年）

21%
17%

11%
10%

8%
7%

6%
6%

5%
3%

2%
1%

1%
0.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

実施状況の確認（認定農用地確認を含む）

提出書類のチェック

書類作成支援

取組に関する指導・助言

交付手続

要望量調査等各種調査

検査等の対応

事業計画作成・変更に関する指導

事業計画審査・認定

説明会の開催

促進計画の策定

対象組織を支援する組織への支援

推進に関する手引きの作成

広域協定の認定

調査対象：405市町村

○市町村における事務作業の内容

3.4 

5.4 

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0

広域活動組織を含む市町村

広域活動組織を含まない市町村

認定農用地面積10ha当たり事務作業時間

○広域活動組織の有無による市町村に
おける事務作業時間の比較

資料：平成30年度活動実態調査より作成

調査対象：105組織

（ ）内は平均事務作業時間

調査対象：385市町村

19

（ ）内は平均事務作業時間

広域活動組織を
含まない市町村

広域活動組織を
含む市町村

認定農用地面積10ha当たり事務作業時間

○ 農村地域においては人口減少及び高齢化、混住化が進行しており、今後農地、農業用水路等の地域
資源の保全管理や地域コミュニティの維持が一層困難となる可能性がある。

○ 本交付金の取組は地域資源の適切な保全管理や農村環境の保全・向上など多様な分野にわたり効果が
発現しており、引き続き地域の共同活動を支援する必要がある。

○ 一方、本対策が計画的かつ効果的に実施されるよう、一部の仕組みの見直し等を行う。

生産緑地等における水路等の老朽化に対し補修や更新が
適切に行えるようにするため、資源向上支払の対象農用地
を農振農用地以外の都道府県が定める農用地まで拡大

① 多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援

多面的機能の増進を図る活動の取組数を１つ以上増加
させる場合等に、交付金の単価を加算
（都府県の田で400円/10a等）

②農村協働力の深化に向けた活動への支援

一定以上の構成員が非農業者であるとともに、多くの構
成員が参加する地域ぐるみの実戦活動を年に一度以上行
うことを活動計画に位置付けた場合、さらに加算
（都府県の田で400円/10a等）

① 広域活動組織の設立時の支援額を見直し

これまで一律としていた支援額を面積に応じて増額し、
更なる広域化を促進 （４～16万円/組織 を原則５年間）

② 施設管理准組合員制度の活用推進

改正土地改良法に規定された施設管理准組合員制度の
活用を進めることで、土地改良区との連携の強化による活
動組織の体制強化を促進

平成31年度からの変更点

（１）資源向上支払の対象農用地の拡大

（２）活動の発展のための新たな加算措置の創設

農業水路等長寿命化・防災減災事業や農地耕作条件改善事
業等と役割分担し、工事１件当たり原則200万円未満とする。
また、200万円以上の工事を実施する場合、都道府県の技術
的指導を得ることとする（都道府県の状況により変更可）。

① 活動項目の大くくり化
② 申請・報告様式の見直し
③ 事務支援システムの導入推進
により、対象組織及び市町村における事務負担の軽減を図る。

（３）広域化への支援の強化等

（４）資源向上支払（長寿命化）の見直し

（５）事務作業の更なる簡素化

４ 次期対策に向けての対応 20
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（参考）メールマガジン、Facebookについて

https://www.facebook.com/nouson.maff/

農村振興局Facebookでは農業・農村振興施
策や地域の取組などを写真や動画とともにお
届けしています！

してね！

多面的機能支払の活動組織の紹介や、制度情報、活動に
役立つ技術など、活動組織や自治体、推進組織等の皆様に
とって有益となる情報を配信しています。

バックナンバーは
ＱＲコードからも
ご覧いただけます

【配信申し込み】
配信を希望される方は、農林水産省が発行している

メールマガジンの新規配信登録の入力フォームからご登
録ください。

http://www.maff.go.jp/j/pr/e-mag/ssl.html

【農村ふるさと保全通信への投稿】
皆様の活動組織の紹介など、メールマガジンの原稿を

随時、受付しています。
以下のアドレスにお送りください。

tamen_ml@maff.go.jp

ご登録を
お願いします！

21

地域協働の心、農地・水の情景に彩られた
多面体が農業農村の多面的機能をあらわし、
それを地域の共同活動の手が守っているとい
うデザインです。

高めよう地域協働の力！

http://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/tamen
_siharai/nouson_furusato_hozen/H29/pdf/
logo.docx
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事
務
簡
素
化
の
ポ
イ
ン
ト
（
案
）

活
動
計
画
書
や
活
動
記
録
、
⾦
銭
出
納
簿
を
参
照
し
な
が
ら
⼿
⼊
⼒

複
雑
な
チ
ェ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
か
ら
選
択

活
動
項
⽬
、
取
組
を
記
述

①
リ
ス
ト
か
ら
取
組
に
対
応
す
る
番
号
を
選
択

②
活
動
内
容
が
⾃
動
で
⼊
⼒

実
施
状
況
報
告
書
等
か
ら
の
参
照
に
よ
り
⼊
⼒
不
要
に

※
エ
ク
セ
ル
形
式
で
報
告
書
が
提
出
さ
れ
た
場
合

（
１
）
活
動
項
⽬
・
取
組
の
整
理
統
合

資
源
向
上
⽀
払
（
共
同
）
－
（
1）

施
設
の
軽
微
な
補
修

（
２
）
申
請
・
報
告
様
式
の
⾒
直
し

✓
対
象
と
な
る
取
組
内
容
は
そ
の
ま
ま
に
選
択
す
る
取
組
数
を
削
減
。

（
16
2個

→
66
個
、
削
減
率
：
約
60
％
）

✓
取
組
に
通
し
番
号
を
振
り
、
活
動
記
録
の
取
組
番
号
⼊
⼒
な
ど
に
対
応
。

見
直

し
の

内
容
（
一
例
）

✓
⽂
字
を
⼤
き
く
す
る
、
分
か
り
に
く
い
箇
所
に
は
説
明
を
加
え
る
な
ど
、
⾒
や
す
く
分
か
り
や

す
い
様
式
に
⾒
直
し
。

✓
各
様
式
間
の
記
⼊
項
⽬
を
⾒
直
し
、
関
連
性
の
⾼
い
様
式
を
１
つ
の
エ
ク
セ
ル
フ
ァ
イ
ル
に
集

約
。
様
式
間
の
参
照
に
よ
る
⾃
動
⼊
⼒
で
⼊
⼒
が
必
要
な
箇
所
を
削
減
、
⼊
⼒
ミ
ス
を
回
避
。

こ
れ
ま
で

こ
れ
か
ら

こ
れ
ま
で

こ
れ
か
ら

活
動
記
録
に
⼊
⼒
す
る
と

⾃
動
で
⼊
⼒
さ
れ
る

⾦
銭
出
納
簿
よ
り

⾃
動
で
⼊
⼒
さ
れ
る

各
シ
ー
ト
の
様
式
間
の
参
照
に
よ
り
、
⼊
⼒
箇
所
数
を
約
60
％
削
減

活
動
記
録

実
施
状
況
報
告
書

実
施
状
況
確
認
報
告
書
（
市
町
村
担
当
者
作
成
）

見
直

し
の

内
容

（
エ
ク
セ
ル

形
式

の
様

式
に
お
け
る
一

例
）

取
組
番
号

(左
か
ら
詰
め
て
⼊
⼒
し
て
く
だ
さ
い
）

活
動
内
容

⽀
払
区
分

活
動
項
⽬

取
組

7
10

農
地
維
持

農
地
維
持

⽔
路

農
道

⽔
路
の
草
刈
り

農
道
の
草
刈
り

取
組

計
画

実
施

点
検

○
○

年
度
活
動
計
画
の
策
定

○
○

活
動
計
画
書
に
⼊
⼒
す
る
と

⾃
動
で
⼊
⼒
さ
れ
る

項
⽬

⾦
額

⽇
当

50
0,
00
0円

購
⼊
・
リ
ー
ス
費

20
0,
00
0円

⼊
⼒
が
簡
単
に
！

活
動
項
⽬

取
組

取
組

実 践 活 動

農 道
農 道

路
肩
、
法
⾯
の
初
期
補
修

＜
32
＞
農
道
の
軽
微
な
補
修
等

軌
道
等
の
運
搬
施
設
の
維
持
補
修

破
損
施
設
の
補
修

き
め
細
や
か
な
雑
草
対
策

附 帯 施 設

側
溝
の
⽬
地
詰
め

側
溝
の
不
同
沈
下
へ
の
早
期
対
応

側
溝
の
裏
込
材
の
充
填

破
損
施
設
の
補
修

８
個
→
１
個
に
削
減

７
項
⽬
→
３
項
⽬
に
削
減

農
地
維
持
⽀
払
－
地
域
資
源
の
基
礎
的
な
保
全
活
動

活
動
項
⽬

取
組

取
組

実 践 活 動

⽔ 路
⽔
路
の
草
刈
り

＜
７
＞
⽔
路
の
草
刈
り

ポ
ン
プ
場
、
調
整
施
設
等
の
草
刈
り

⽔
路
の
泥
上
げ

＜
８
＞
⽔
路
の
泥
上
げ

ポ
ン
プ
吸
⽔
槽
等
の
泥
上
げ

か
ん
が
い
期
前
の
注
油

＜
９
＞
⽔
路
附
帯
施
設
の
保
守
管
理

ゲ
ー
ト
類
等
の
保
守
管
理

遮
光
施
設
の
適
正
管
理

７
個
→
３
個
に
削
減

こ
れ
ま
で

こ
れ
ま
で

こ
れ
か
ら

こ
れ
か
ら

作
成
が
容
易
に
！

※
本

内
容

は
今

後
の

実
施

要
綱

・
要

領
の

審
査

等
に
よ
り

見
直

し
す
る
こ
と
が

あ
り
ま
す
。



取
組

番
号

事
務

処
理

2
0
0

会
議

な
ど

3
0
0

※
都

道
府

県
に

お
い

て
、

要
綱

基
本

方
針

で
追

加
す

る
取

組
に

つ
い

て
は

、
取

組
番

号
1
0
0
番

台
を

用
い

て
、

下
の

表
に

追
加

す
る

こ
と

。

【
農

地
維

持
活

動
】

（
地

域
資

源
の

基
礎

的
な

保
全

活
動

）
支

払
区

分
取

組
取

組
番

号
平

成
3
0
年

度
ま

で
の

取
組

名
遊

休
農

地
等

の
発

生
状

況
の

把
握

施
設

の
点

検
（
水

路
、

農
道

、
た

め
池

）
計

画
策

定
年

度
活

動
計

画
の

策
定

2
年

度
活

動
計

画
の

策
定

事
務

・
組

織
運

営
等

に
 関

す
る

研
修

3
活

動
に

関
す

る
事

務
（
書

類
作

成
、

申
請

手
続

き
等

）
や

組
織

の
運

営
に

関
す

る
研

修
遊

休
農

地
発

生
防

止
の

 た
め

の
保

全
管

理
4

遊
休

農
地

発
生

防
止

の
た

め
の

保
全

管
理

畦
畔

・
農

用
地

法
面

等
の

草
刈

り
防

風
林

の
枝

払
い

・
下

草
の

草
刈

り
鳥

獣
害

防
護

柵
の

適
正

管
理

防
風

ネ
ッ

ト
の

適
正

管
理

水
路

の
草

刈
り

ポ
ン

プ
場

、
調

整
施

設
等

の
草

刈
り

水
路

の
泥

上
げ

ポ
ン

プ
吸

水
槽

等
の

泥
上

げ
か

ん
が

い
期

前
の

注
油

ゲ
ー

ト
類

等
の

保
守

管
理

遮
光

施
設

の
適

正
管

理
農

道
の

草
刈

り
1
0

路
肩

・
法

面
の

草
刈

り
農

道
側

溝
の

泥
上

げ
1
1

側
溝

の
泥

上
げ

路
面

の
維

持
1
2

路
面

の
維

持
た

め
池

の
草

刈
り

1
3

た
め

池
の

草
刈

り
た

め
池

の
泥

上
げ

1
4

た
め

池
の

泥
上

げ
か

ん
が

い
期

前
の

施
設

の
清

掃
・
防

塵
管

理
道

路
の

管
理

遮
光

施
設

の
適

正
管

理
ゲ

ー
ト

類
の

保
守

管
理

異
常

気
象

後
の

見
回

り
（
農

用
地

、
水

路
、

農
道

、
た

め
池

）
異

常
気

象
後

の
応

急
措

置
（
農

用
地

、
水

路
、

農
道

、
た

め
池

）

（
地

域
資

源
の

適
切

な
保

全
管

理
の

た
め

の
推

進
活

動
）

支
払

区
分

取
組

取
組

番
号

平
成

3
0
年

度
ま

で
の

取
組

名
農

業
者

の
検

討
会

の
開

催
1
7

農
業

者
（
入

り
作

農
家

、
土

地
持

ち
非

農
家

を
含

む
）
に

よ
る

検
討

会
の

開
催

農
業

者
に

対
す

る
意

向
調

査
、

現
地

調
査

1
8

農
業

者
に

対
す

る
意

向
調

査
、

農
業

者
に

よ
る

現
地

調
査

不
在

村
地

主
と

の
連

絡
体

制
の

整
備

等
1
9

不
在

村
地

主
と

の
連

絡
体

制
の

整
備

、
調

整
、

そ
れ

に
必

要
な

調
査

集
落

外
住

民
や

地
域

住
民

と
の

意
見

交
換

等
2
0

地
域

住
民

等
（集

落
外

の
住

民
・組

織
等

も
含

む
）と

の
意

見
交

換
・ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

・交
流

会
の

開
催

地
域

住
民

等
に

対
す

る
意

向
調

査
等

2
1

地
域

住
民

等
に

対
す

る
意

向
調

査
、

地
域

住
民

等
と

の
集

落
内

調
査

有
識

者
等

に
よ

る
研

修
会

、
検

討
会

の
開

催
2
2

有
識

者
等

に
よ

る
研

修
会

、
有

識
者

を
交

え
た

検
討

会
の

開
催

そ
の

他
2
3

-

取
組

番
号

表

１
（
農

地
維

持
）

１
（
農

地
維

持
）

活
動

項
目

推
進

活
動

8

水
路

附
帯

施
設

の
 保

守
管

理
9

農
道

た
め

池

た
め

池
附

帯
施

設
の

 保
守

管
理

1
5

実
践

活
動

農
用

地

畦
畔

・
法

面
・
防

風
林

の
 草

刈
り

5

鳥
獣

害
防

護
柵

等
の

 保
守

管
理

6

水
路

水
路

の
草

刈
り

7

水
路

の
泥

上
げ

活
動

項
目

点
検

・
 計

画
 策

定
点

検
点

検
1

研
修

共
通

異
常

気
象

時
の

対
応

1
6



【
資

源
向

上
活

動
（
地

域
資

源
の

質
的

向
上

を
図

る
共

同
活

動
）
】

（
施

設
の

軽
微

な
補

修
）

支
払

区
分

取
組

取
組

番
号

平
成

3
0
年

度
ま

で
の

取
組

名
施

設
の

機
能

診
断

（
農

用
地

）
診

断
結

果
の

記
録

管
理

（
農

用
地

）
施

設
の

機
能

診
断

（
水

路
）

診
断

結
果

の
記

録
管

理
（
水

路
）

施
設

の
機

能
診

断
（
農

道
）

診
断

結
果

の
記

録
管

理
（
農

道
）

施
設

の
機

能
診

断
（
た

め
池

）
診

断
結

果
の

記
録

管
理

（
た

め
池

）
計

画
策

定
年

度
活

動
計

画
の

策
定

2
8

年
度

活
動

計
画

の
策

定
対

象
組

織
に

よ
る

自
主

的
な

機
能

診
断

及
び

簡
単

な
補

修
に

関
す

る
研

修
老

朽
化

が
進

む
施

設
の

長
寿

命
化

の
た

め
の

補
修

、
更

新
等

に
関

す
る

研
修

農
業

用
水

の
保

全
、

農
地

の
保

全
や

地
域

環
境

の
保

全
に

資
す

る
新

た
な

施
設

の
設

置
等

に
関

す
る

研
修

畦
畔

の
再

構
築

農
用

地
法

面
の

初
期

補
修

暗
渠

施
設

の
清

掃
農

用
地

の
除

れ
き

鳥
獣

害
防

護
柵

の
補

修
・
設

置
防

風
ネ

ッ
ト

の
補

修
・
設

置
き

め
細

や
か

な
雑

草
対

策
水

路
側

壁
の

は
ら

み
修

正
目

地
詰

め
表

面
劣

化
に

対
す

る
コ

ー
テ

ィ
ン

グ
等

不
同

沈
下

に
対

す
る

早
期

対
応

側
壁

の
裏

込
材

の
充

填
、

水
路

耕
畔

の
補

修
水

路
に

付
着

し
た

藻
等

の
除

去
水

路
法

面
の

初
期

補
修

破
損

施
設

の
補

修
（
水

路
）

き
め

細
や

か
な

雑
草

対
策

（
水

路
）

パ
イ

プ
ラ

イ
ン

の
破

損
施

設
の

補
修

パ
イ

プ
内

の
清

掃
給

水
栓

ボ
ッ

ク
ス

基
礎

部
の

補
強

破
損

施
設

の
補

修
（
水

路
の

附
帯

施
設

）
給

水
栓

に
対

す
る

凍
結

防
止

対
策

空
気

弁
等

へ
の

腐
食

防
止

剤
の

塗
布

等
遮

光
施

設
の

補
修

等
路

肩
、

法
面

の
初

期
補

修
軌

道
等

の
運

搬
施

設
の

維
持

補
修

破
損

施
設

の
補

修
（
農

道
）

き
め

細
や

か
な

雑
草

対
策

（
農

道
）

側
溝

の
目

地
詰

め
側

溝
の

不
同

沈
下

へ
の

早
期

対
応

側
溝

の
裏

込
材

の
充

填
破

損
施

設
の

補
修

（
農

道
の

附
帯

施
設

）
遮

水
シ

ー
ト

の
補

修
コ

ン
ク

リ
ー

ト
構

造
物

の
目

地
詰

め
コ

ン
ク

リ
ー

ト
構

造
物

の
表

面
劣

化
へ

の
対

応
堤

体
侵

食
の

早
期

補
修

破
損

施
設

の
補

修
（
た

め
池

の
堤

体
）

き
め

細
や

か
な

雑
草

対
策

（
た

め
池

の
堤

体
）

破
損

施
設

の
補

修
（
た

め
池

の
附

帯
施

設
）

遮
光

施
設

の
補

修
等

２
（
資

源
向

上
）

農
道

農
道

の
軽

微
な

補
修

等
3
2

た
め

池

た
め

池
の

軽
微

な
補

修
等

3
3

研
修

機
能

診
断

・
補

修
技

術
等

に
関

す
る

研
修

2
9

実
践

活
動

農
用

地

農
用

地
の

軽
微

な
補

修
等

3
0

水
路

水
路

の
軽

微
な

補
修

等
3
1

機
能

診
断

・
計

画
策

定
機

能
診

断
農

用
地

の
機

能
診

断
2
4

水
路

の
機

能
診

断
2
5

農
道

の
機

能
診

断
2
6

た
め

池
の

機
能

診
断

2
7

活
動

項
目



（
農

村
環

境
保

全
活

動
）

テ
ー

マ
生

態
系

保
全

生
物

多
様

性
保

全
計

画
の

策
定

3
4

生
物

多
様

性
保

全
計

画
の

策
定

水
質

保
全

計
画

の
策

定
農

地
の

保
全

に
係

る
計

画
の

策
定

景
観

形
成

・
生

活
環

境
保

全
景

観
形

成
計

画
、

生
活

環
境

保
全

計
画

の
策

定
3
6

景
観

形
成

、
生

活
環

境
保

全
計

画
の

策
定

水
田

貯
留

機
能

増
進

に
係

る
地

域
計

画
の

策
定

地
下

水
か

ん
養

に
係

る
地

域
計

画
の

策
定

資
源

循
環

資
源

循
環

計
画

の
策

定
3
8

資
源

循
環

に
係

る
地

域
計

画
の

策
定

生
物

の
生

息
状

況
の

把
握

3
9

生
物

の
生

息
状

況
の

把
握

外
来

種
の

駆
除

4
0

外
来

種
の

駆
除

生
物

多
様

性
保

全
に

配
慮

し
た

施
設

の
適

正
管

理
水

田
を

活
用

し
た

生
息

環
境

の
提

供
生

物
の

生
活

史
を

考
慮

し
た

適
正

管
理

放
流

・
植

栽
を

通
じ

た
在

来
生

物
の

育
成

希
少

種
の

監
視

水
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
実

施
・
記

録
管

理
4
2

水
質

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
実

施
・
記

録
管

理
排

水
路

沿
い

の
林

地
帯

等
の

適
正

管
理

沈
砂

池
の

適
正

管
理

土
壌

流
出

防
止

の
た

め
の

グ
リ

ー
ン

ベ
ル

ト
等

の
適

正
管

理
水

質
保

全
を

考
慮

し
た

施
設

の
適

正
管

理
水

田
か

ら
の

排
水

（
濁

水
）
管

理
循

環
か

ん
が

い
の

実
施

非
か

ん
が

い
期

に
お

け
る

通
水

管
理

作
業

の
省

力
化

に
よ

る
水

資
源

の
保

全
景

観
形

成
の

た
め

の
施

設
へ

の
植

栽
等

農
用

地
等

を
活

用
し

た
景

観
形

成
活

動
施

設
等

の
定

期
的

な
巡

回
点

検
・
清

掃
4
6

施
設

等
の

定
期

的
な

巡
回

点
検

・
清

掃
農

業
用

水
の

地
域

用
水

と
し

て
の

利
用

・
管

理
伝

統
的

施
設

や
農

法
の

保
全

・
実

施
農

用
地

か
ら

の
風

塵
の

防
止

活
動

水
田

の
貯

留
機

能
向

上
活

動
4
8

水
田

の
貯

留
機

能
向

上
活

動
水

田
の

地
下

水
か

ん
養

機
能

向
上

活
動

水
源

か
ん

養
林

の
保

全
資

源
循

環
地

域
資

源
の

活
用

・
資

源
循

環
活

動
5
0

地
域

資
源

の
活

用
・
資

源
循

環
の

た
め

の
活

動
広

報
活

動
啓

発
活

動
地

域
住

民
等

と
の

交
流

活
動

学
校

教
育

等
と

の
連

携
行

政
機

関
等

と
の

連
携

地
域

内
の

規
制

等
の

取
り

決
め

（
多

面
的

機
能

の
増

進
を

図
る

活
動

）
支

払
区

分
取

組
取

組
番

号
平

成
3
0
年

度
ま

で
の

取
組

名
遊

休
農

地
の

有
効

活
用

5
2

遊
休

農
地

の
有

効
活

用
農

地
周

り
の

環
境

改
善

活
動

の
強

化
5
3

農
地

周
り

の
共

同
活

動
の

強
化

地
域

住
民

に
よ

る
直

営
施

工
5
4

地
域

住
民

に
よ

る
直

営
施

工
防

災
・
減

災
力

の
強

化
5
5

防
災

・
減

災
力

の
強

化
農

村
環

境
保

全
活

動
の

幅
広

い
展

開
5
6

農
村

環
境

保
全

活
動

の
幅

広
い

展
開

医
療

・
福

祉
と

の
連

携
5
7

医
療

・
福

祉
と

の
連

携
農

村
文

化
の

伝
承

を
通

じ
た

農
村

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の
強

化
5
8

農
村

文
化

の
伝

承
を

通
じ

た
農

村
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

強
化

都
道

府
県

、
市

町
村

が
特

に
認

め
る

活
動

5
9

都
道

府
県

、
市

町
村

が
特

に
認

め
る

活
動

広
報

活
動

6
0

広
報

活
動

支
払

区
分

２
（
資

源
向

上
）

２
（
資

源
向

上
）

啓
発

・
普

及

啓
発

・
普

及
活

動
5
1

活
動

項
目

増
進

活
動

実
践

活
動

生
態

系
保

全

そ
の

他
（
生

態
系

保
全

）
4
1

水
質

保
全

畑
か

ら
の

土
砂

流
出

対
策

4
3

そ
の

他
（
水

質
保

全
）

4
4

景
観

形
成

・
生

活
環

境
保

全
植

栽
等

の
景

観
形

成
活

動
4
5

そ
の

他
（
景

観
形

成
・
生

活
環

境
保

全
）

4
7

水
田

貯
留

機
能

増
進

・
地

下
水

か
ん

養
水

田
の

地
下

水
か

ん
養

機
能

向
上

活
動

、
水

源
か

ん
養

林
の

保
全

4
9

活
動

項
目

取
組

取
組

番
号

平
成

3
0
年

度
ま

で
の

取
組

名

計
画

策
定

水
質

保
全

水
質

保
全

計
画

、
農

地
保

全
計

画
の

策
定

3
5

水
田

貯
留

機
能

増
進

・
地

下
水

か
ん

養
水

田
貯

留
機

能
増

進
計

画
、

地
下

水
か

ん
養

活
動

計
画

の
策

定
3
7



【
資

源
向

上
活

動
（
施

設
の

長
寿

命
化

の
た

め
の

活
動

）
】

施
設

区
分

水
路

の
破

損
部

分
の

補
修

水
路

の
老

朽
化

部
分

の
補

修
水

路
側

壁
の

嵩
上

げ
U

字
フ

リ
ュ

ー
ム

等
既

設
水

路
の

再
布

設
集

水
枡

、
分

水
枡

の
補

修
ゲ

ー
ト

、
ポ

ン
プ

の
補

修
安

全
施

設
の

補
修

素
掘

り
水

路
か

ら
コ

ン
ク

リ
ー

ト
水

路
へ

の
更

新
水

路
の

更
新

ゲ
ー

ト
、

ポ
ン

プ
の

更
新

安
全

施
設

の
設

置
農

道
路

肩
、

農
道

法
面

の
補

修
舗

装
の

打
換

え
（
一

部
）

農
道

側
溝

の
補

修
未

舗
装

農
道

を
舗

装
（
砂

利
、

コ
ン

ク
リ

ー
ト

、
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
）

側
溝

蓋
の

設
置

土
側

溝
を

コ
ン

ク
リ

ー
ト

側
溝

に
更

新
洗

掘
箇

所
の

補
修

漏
水

箇
所

の
補

修
取

水
施

設
の

補
修

洪
水

吐
の

補
修

安
全

施
設

の
補

修
ゲ

ー
ト

・
バ

ル
ブ

の
更

新
安

全
施

設
の

設
置

支
払

区
分

３
（
長

寿
命

化
）

農
道

の
更

新
等

6
4

た
め

池

た
め

池
の

補
修

6
5

た
め

池
（
附

帯
施

設
）
の

更
新

等
6
6

平
成

3
0
年

度
ま

で
の

取
組

名

実
践

活
動

水
路

水
路

の
補

修
6
1

水
路

の
更

新
等

6
2

農
道

農
道

の
補

修
6
3

活
動

項
目

取
組

取
組

番
号

























1



2
3



4
5



6
7



8



多
⾯
的
機
能
⽀
払
交
付
⾦
の
効
率
的
な
推
進

〜
共
同
活
動
の
さ
ら
な
る
効
率
化
の
た
め
、
⼟
地
改
良
区
と
の
協
⼒
体
制
の
構
築
を
推
進
〜

○
多
⾯
的
機
能
⽀
払
交
付
⾦
を
効
率
的
に
推
進
す
る
た
め
、
従
来
か
ら
、
広
域
化
へ
の
取
組
、
事
務
の
簡
素
化
等
を
実
施
し
て
き
た
と
こ
ろ
。

○
共
同
活
動
の
さ
ら
な
る
効
率
化
に
向
け
て
、
引
き
続
き
、
体
制
強
化
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
が
、
特
に
、
改
正
⼟
地
改
良
法
（
第
15
条
の
２
〜

第
15
条
の
５
の
新
設
）
に
よ
る
「
施
設
管
理
准
組
合
員
制
度
」
の
創
設
の
趣
旨
も
考
慮
し
対
応
す
る
必
要
。

広
域
化
推
進
の
⽅
向
性

複
数
集
落
単
位

⽔
系
単
位

⼟
地
改
良
区
単
位

旧
市
町
村
単
位

市
町
村
単
位

○
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
に
合
っ
た
規
模
・
単
位
で
の
広
域
化
の
推
進
が
必
要

○
施
設
管
理
准
組
合
員
制
度
の
創
設
を
契
機
と
し
た
活
動
組
織
の
体
制
強
化

施
設
管
理
准
組
合
員
制
度

○
地
域
の
活
動
組
織
が
⼟
地
改
良
区
の
施
設
管
理
准
組
合
員
と
な
る
こ

と
が
で
き
る
。

○
施
設
管
理
准
組
合
員
は
、
⼟
地
改
良
施
設
の
管
理
へ
の
協
⼒
を
求
め

ら
れ
る
⼀
⽅
、
⼟
地
改
良
区
の
総
会
に
出
席
し
、
意
⾒
を
述
べ
る
こ
と

が
可
能
で
あ
る
。

受
益
地

⼟
地
改
良
区

事
務
局
機
能

技
術
的
⽀
援

維
持
管
理

協
⼒

施
設
管
理
准
組
合
員

①
活
動
組
織
と
⼟
地
改
良
区

の
協
⼒
関
係
が
薄
い
場
合

②
施
設
管
理
准
組
合
員
制
度
の

活
⽤
に
つ
い
て
、
⼟
地
改
良
区

か
ら
働
き
か
け

③
活
動
組
織
が
施
設
管
理

准
組
合
員
と
な
り
⼟
地
改

良
区
と
連
携

⼟
地
改
良
区

・
活
動
組
織
の
体
制
強
化
に
つ
い
て
は
、
広
域
化
を
⾏
う
こ
と
が
有
効
な
措
置
の
１
つ

で
あ
る
が
、
従
来
か
ら
関
連
す
る
⼟
地
改
良
区
と
の
協
⼒
関
係
が
薄
い
場
合
、
ま
ず
は

「
施
設
管
理
准
組
合
員
制
度
」
の
活
⽤
に
よ
り
、
連
携
を
強
化
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ

る
。
こ
の
場
合
、
活
動
組
織
の
事
務
に
対
し
、
⼟
地
改
良
区
の
⽀
援
を
得
る
こ
と
も
可

能
。

・
ま
た
、
⼟
地
改
良
区
と
し
て
も
、
⼟
地
改
良
区
が
管
理
す
る
施
設
の
管
理
体
制
の
強

化
の
観
点
か
ら
、
関
係
す
る
活
動
組
織
に
対
し
、
「
施
設
管
理
准
組
合
員
制
度
」
の
活

⽤
も
含
め
、
協
⼒
関
係
の
構
築
に
向
け
て
、
対
応
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
。

・
上
記
の
よ
う
な
対
応
に
よ
り
体
制
強
化
を
進
め
る
過
程
等
に
お
い
て
、
⼟
地
改
良
区

単
位
に
お
い
て
、
⼟
地
改
良
区
が
主
た
る
調
整
を
⾏
い
、
活
動
組
織
の
広
域
化
を
⾏
う

こ
と
も
考
え
ら
れ
る
。
こ
の
場
合
、
⼟
地
改
良
区
が
活
動
組
織
の
事
務
局
を
担
う
な
ど
、

よ
り
事
務
局
体
制
の
強
化
に
も
資
す
る
よ
う
検
討
す
る
必
要
。

⼟
地
改
良
区

広
域
活
動
組
織
の
設
⽴

④
他
組
織
や
集
落
を
取
り
込
み
、

⼟
地
改
良
区
単
位
で
広
域
化
を

図
る

事
務
局
機
能

⼟
地
改
良
区

ス タ ー ト

進
め
⽅
（
イ
メ
ー
ジ
）



1

（
参
考
）
広
域
化
が
も
た
ら
す
効
果

広
域
化
推
進
の
メ
リ
ッ
ト

・
各
集
落
の
事
務
作
業
の
負
担
を
減
少
。

・
事
務
委
託
や
⼯
事
発
注
、
資
材
や
物
品

等
購
⼊
等
を
ま
と
め
て
⾏
う
こ
と
で
、
経

費
を
節
減
。

・
集
落
間
連
携
に
よ
り
、
資
機
材
、
⼈
材
、

技
術
⼒
の
融
通
が
可
能
に
な
り
、
活
動
を

活
発
化
。

・
単
独
で
は
ハ
ー
ド
ル
の
⾼
い
学
校
教
育

や
企
業
と
の
連
携
に
よ
る
取
り
組
み
が
進

め
や
す
く
な
る
。

市
町
村

・
事
務
処
理
の
統
合
で
交
付
、
実
施
状
況

確
認
等
の
件
数
が
減
り
、
事
務
負
担
が
⼤

幅
に
軽
減
。

・
市
町
村
か
ら
の
組
織
へ
の
連
絡
系
統
が

集
約
化
さ
れ
効
率
的
・
効
果
的
な
指
導
が

可
能
。

・
周
辺
の
未
取
り
組
み
集
落
が
活
動
に
取

り
組
む
契
機
と
な
り
、
取
り
組
み
⾯
積
の

拡
⼤
に
貢
献
。

⼟
地
改
良
区

・
広
域
化
の
際
に
受
益
地
内
の
未
取
り
組

み
集
落
が
新
た
に
活
動
に
取
り
組
め
ば
、

⼟
地
改
良
区
の
運
営
基
盤
で
あ
る
受
益
農

地
の
保
全
体
制
が
さ
ら
に
強
化
。

活
動
組
織
・
集
落

○
事
務
処
理
を
委
託
し
た
こ
と
で
、
活
動
組
織
は
共
同
活
動
に
専
念
す
る
こ
と
が
可

能
。
ま
た
、
⼟
地
改
良
区
管
内
を
⼀
つ
の
広
域
組
織
に
ま
と
め
る
際
も
、
⼟
地
改
良

区
に
よ
る
各
種
の
調
整
に
よ
り
円
滑
な
広
域
化
を
実
施
。

広
域
化
組
織
へ
の

円
滑
な
移
⾏

⼟
地
改
良
区
へ
事
務
処
理
を
委
託

○
広
域
化
に
か
か
る
事
務
処
理
や

組
織
間
の
連
絡
調
整
も
⼟
地
改
良

区
が
担
当
し
、
広
域
化
を
円
滑
に

実
施
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
た
。

各
集
落
で
の
活
動

平
成
19
年

平
成
24
年

平
成
26
年

４
つ
の
広
域
組
織

⼟
地
改
良
区
管
内
で

１
つ
の
広
域
組
織

○
⼟
地
改
良
区
へ
の
委
託
内
容

○
活
動
組
織
で
対
応
す
る
こ
と

○
事
務
処
理
を
委
託
す
る
こ
と
で
、
活
動
組

織
は
地
域
の
共
同
活
動
に
専
念
す
る
こ
と

が
可
能
と
な
っ
た
。

・
活
動
計
画
の
作
成
補
助
・
各
活
動
の

準
備
や
活
動
に
あ
た
っ
て
の
注
意
事

項
の
周
知

・
活
動
記
録
、
⾦
銭
出
納
簿
の
と
り
ま

と
め
及
び
管
理

・
役
場
と
の
調
整
、
問
い
合
わ
せ

等

・
役
員
か
ら
構
成
員
へ
の
連
絡

・
活
動
に
必
要
な
資
材
の
連
絡

・
資
材
の
購
⼊
時
の
領
収
書
等
の
提
出

・
各
活
動
の
終
了
時
に
、
作
業
⽇
報
に

よ
り
活
動
の
⼈
数
、
内
容
を
報
告
等

○
広
域
協
定
運
営
委
員
会
を
設
⽴
す
る
こ
と
で
地
区
間
の
扶
助
体
制
が
強
化
さ
れ
、
個
別
地
区
の
問
題
に
つ
い
て
の
助
⾔
や

他
地
区
に
お
け
る
⽔
路
の
泥
上
げ
等
の
⼿
伝
い
を
実
施
し
て
い
る
。

活
動
組
織
の
広
域
化

相
互
扶
助
体
制
の
強
化

○
規
模
が
⼩
さ
い
組
織
で
は
、
活
動
取
り
⽌
め
の

お
そ
れ
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
⼟
地
改
良
区
の
サ

ポ
ー
ト
を
受
け
な
が
ら
活
動
組
織
の
広
域
化
を
実

施
。
こ
れ
に
よ
り
活
動
の
継
続
が
可
能
と
な
っ
た
。

○
広
域
協
定
運
営
委
員
会
が
地
区
を
ま
と

め
る
こ
と
で
扶
助
体
制
が
強
化
さ
れ
、

活
動
が
効
率
的
に
⾏
え
る
よ
う
に
な
っ

た
。

・
他
地
区
の
⽔
路
の
泥
上
げ
を
⼿
伝
う

・
個
別
地
区
の
問
題
に
つ
い
て
他
地
区

が
助
⾔

・
個
別
地
区
で
⾏
っ
て
い
た
事
務
処
理

を
運
営
委
員
会
が
⼀
括
で
⾏
う
こ
と

に
よ
り
、
共
同
活
動
に
専
念
す
る
こ

と
が
可
能

⽔
路
の
泥
上
げ

景
観
形
成

広
域
化
前
（
20
組
織
）

（
A県

B市
）
⼟
地
改
良
区
へ
の
事
務
処
理
委
託
に
よ
る
事
務
負
担
の
軽
減

（
C県

D市
）
広
域
化
に
よ
る
相
互
扶
助
体
制
の
強
化

広
域
化
の
事
例



多⾯的機能⽀払における⼥性参加の現状

組織の代表の性別

多⾯的機能⽀払の活動の進化に向けて

地域における⼥性の活躍の推進は、現場に多様な価値観や創意⼯夫をもたらす※ため、
多⾯的機能⽀払の活動において、⼥性の活躍を推進します。
※⼥性活躍加速のための重点⽅針2018（すべての⼥性が輝く社会づくり本部）

⼥性役員の⼈数活動組織の構成員

構成員としての⼥性の参加は⼀定程度みられる⼀⽅、役員や代表としての⼥性の参
加はほとんど進んでいません。

１．活動組織・広域活動組織の⼥性役員を２名以上とすること

２．リーダー育成等の研修への⼥性参加の促進とともに
⼥性リーダーのネットワーク化を推進すること

３．⼥性の活躍により活動が進化している事例を紹介すること

多⾯的機能⽀払は、地域資源の保全管理の取組を⼥性の活躍の場にすることに
より、取組に進化をもたらすため、３つの取組を推進します。

調査対象302組織

調査対象762組織

調査対象879組織

平成31年１⽉ 農林⽔産省農村振興局多⾯的機能⽀払推進室

新たなメンバーの新しい発想が
皆さんの活動に新たな付加価値を⽣み出す原動⼒となります！

多⾯的機能⽀払の活動の進化に向けて
地域の⼥性の活躍の場を広げよう

⾼めよう 地域協働の⼒！

⼥性
0.4%

※第4次男⼥共同参画基本計画（平成27年12⽉25⽇決定）

政府⽬標：様々な形で農⼭漁村において地域を牽引していく⼥性リーダーを育成※





 

 

 

 

 

 

 

多面的機能支払交付金事業に係る 

先進地視察研修報告 
 

 

 

発表者 上伏古環境保全組合 組合長 鳥本 勝信 

     北見市農林水産部農林整備課 

管理係長   江本 博幸 
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地域連携を通じたるもい農業の発展を目指して 
 

 

 

発表者 特定非営利活動法人るもい農業応援隊 

             事務局長 佐藤 武志 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



21,861
11,700
29,783ha
1,070ha

452ha 102ha
52ha 46ha

H29



243.5ha 5.5ha 3.5ha
115.4ha 3.8ha 0.4ha
74.1ha 2.7ha 0.3ha
44.5ha 1.1ha
15.9ha 2.0ha 0.7ha

493.4ha 15.1ha 4.9ha 513.4ha
126.1 47.7

6
NPO

1982
2004

2014

2016 12 NPO
2017 NPO

6
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機能診断・補修技術研修 
 

 

 

講師 北海道土地改良事業団体連合会 技術部 

農地・施設管理支援課 課長 作山  剛 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 















5.0
15MPa





























 

 

 

 

 

 

 

事務支援の仕組み作り等について 

 

 

 

北海道土地改良事業団体連合会 技術部 

         地域支援課 主幹 田村 宏幸 

 

 

 



課題 解決策
効果等

項⽬ 具体の内容
１ 事務処理が煩雑 ⽇報の簡素化 ① 草刈や融雪剤の散布など、活動時間が⼀定になる活

動を対象に作業⽇報を簡素化
② 歩掛かり値を設定することにより実働時間は問わないが、
活動実績の確認が必要

① ⼀部の活動を除き、作業者による⽇報の作成と役
員等による集約作業が必要なくなる

（役員等の現地⾒回りは必須）

２ 事務局員が確保できな
い
→⾼齢化
→⼈材不⾜

恒久的な事務局
体制の構築

広域的な事務作
業員の確保

 既存組織（⼟地改良区やＪＡ等）による事務受託
のほか、新たに事務⽀援体制（組織）の構築や、⺠
間組織との連携事例の情報提供

 地域で事務⽀援体制が構築できない場合には、作業
内容を限定し、関係書類を⽀援者に対して郵送等で
対応する仕組みを検討

 ⽀援者が⾏う事務作業
① ⽇報・⾦銭出納簿の整理や領収書等の編纂
② ⽇当等振込依頼書や源泉徴収票の作成
③ 保全情報記録システムへ活動情報を登録
（別途図⾯送付）

 ⽀援体制の継続が可能
① 専⾨に⾏うことで不備や構成員の作業も軽減
② 道要綱基本⽅針に則った適切な対応
③ 地元調整等にも対応可能

 地元に居住せずとも対応が可能
 １の解決策に取り組むことで、事務作業も限定
される

 現⾦⽀払と領収書徴収等は組織が実施

３ 書類の不備が多い システム化  帳票作成システムを新たに構築し次のことに対応
① 活動組織・市町村・道協議会で登録内容を共有し相
互修正を実施

② 最低限の情報⼊⼒により帳票を⾃動作成

① 不備の発⾒と修正、最終版データの管理が可能と
なる

② 専⾨的な知識や⼿間を必要とせずに書類が作成
される

※ 活動情報の集約が可能となり、活動事例の収集・
発信や調査にも対応可能

■多面的機能支払交付金の継続に向けた課題と解決策（案）



課題
解決策

効果等
項⽬ 具体の内容

４ 役員の担い⼿不⾜ 役員の負担軽減  広域化
 役員業務の集約と⾒直し
 事務局体制の整備 →２へ
 負担の平準化 →３へ

 広域化（広域活動組織）について
 1.2名の運営委員が役員
 組織間の横断的な活動も可能
 活動参加者の⾒直しも可能
 地域の実態に応じた様々な組織及び活動体制を構築
することが可能

→ 対象農⽤地（構成員）の⾒直しや限定した活動の
設定

→ 事務局の１本化 など

５ 農業者の減少 組織体系の⾒直し  広域化
 対象農⽤地（構成員）の精査

６ 活動の継続が困難 取組内容の⾒直し
組織体制の⾒直し

 無理のない範囲での活動への修正
 広域化
 事務局体制の整備 →２へ

■多面的機能支払交付金の継続に向けた課題と解決策（案）



平成 31 年 2 月 27 日時点 

日報の簡素化に向けた検討について 

１．活動期間を定めて農業者が個々に行う活動の扱い 

（１）該当する活動 

決められた活動期間内で農業者が個々に同じ活動を行うもので、面積や延長に

見合う活動時間の係数（単位活動時間）を割り出すことが可能な次の活動。 

①草刈関係：農用地の畦畔・法面の草刈、水路法面の草刈、農道路肩・法面の草

刈、畑・草地周りの笹刈り  

②面的な活動：融雪剤の散布、融雪排水促進のための溝切り（水田の溝切り、心土

破砕）、農用地への景観作物（ヒマワリ等）と風塵防止作物（エン麦

等）の植栽、施設等の定期的な巡回点検清掃のうち集乳道の除雪 

（２）具体的な取り扱い 

①実績に基づく単位活動時間と支払額の算出 

→直近年度の活動時間の合計値を対象面積又は延長で按分し、単位活動時間を算

出。 

（※１回目と２回目では活動時間が違う場合も想定されるので留意） 

→単位活動時間に作業量と日当等の単価を乗じて作業者への支払額を算出。 

→作業量に変更が生じない限り、支払額の変更は要しない。 

ただし、当該扱いを適用開始した４年目に実働時間の確認を行うものとするが、

簡素化が図られた改正後の活動記録に基づき実施。 

→算出調書は道協議会で様式を整理して提示予定。 

 

 

 

②活動組織の合意と活動の確認 

→①の支払方法を行うことと、対象とする活動を行う期間（10 日程度）を総会で

合意すること。（算出根拠も提示） 

→作付け作物等の都合により、複数の活動期間を定めることは可能。 

→活動結果を確認する担当者を定め、所定の様式（活動確認調書）に基づき作業

状況を確認・記録。 

※活動確認調書は、②の算出調書に確認欄を設ける予定。 

③日当及び日報の扱い 

→②に基づき期間内に活動がされたことの確認・記録を担当者が行ったうえで、

①で積算された額を日当等として支払う。 

→作業日報の作成と実働時間の確認は求めない。 

④関係書類の記載・管理 

→従前どおり支出証拠書類（振込依頼書、領収書）を整理・保管。 

→支出証拠書類と併せて、②の活動確認調書を毎年度、整理・保管。 

→活動記録には、①の算出調書合計時間を記載。  

例：H30 年度の農用地 100ha の草刈の延べ活動時間が 100 時間の場合 

  100ha→100 時間 ＝ 1ha→1 時間 ⇒ H31 年度は 5ha の草刈→５時間×単価 



２．１以外の活動の扱い 

（１）該当する活動 

・花の植栽やゴミ拾い等、２の（１）以外の活動。 

（２）具体的な取り扱い 

① 活動時間の把握と日当等の支払 

→H31 以降に日当及び機械借上げ費を支出する場合は、簡素化後の活動記録を作成

するうえで必要となる「活動日」「活動内容」等を整理する。 

→支払上限額を設定している場合は、実動合計時間に日当時間単価を乗じた額が

当該上限額を超過している必要があるので留意。 

② 関係書類の記載・管理 

→日当等の支払対象としない活動については、活動記録以外の作業日報は作成不

要。 

→従前どおり支払根拠書類（振込依頼書、領収書）に加え、①の書類を日当等算

出根拠書類として整理・保管する。 

 

 



新たな支援システム構築構想（草案）
－多面的機能支払交付金－

≪ 保全情報記録システムの機能 ≫
－ 現在、運用中 －

◆ 活動組織 （広域活動組織）

 北海道地域資源保全情報［DB･GIS］に活動位
置（点・線） ＋ 保全（活動）情報を登録

※保全情報はDBの属性情報に追加

※保全（活動）情報を帳票作成システムへイン
ポートさせる機能を追加

※登録することが必要な活動の見直し
（資材購入等を行う活動等）

※土地連による作図支援

◆ 市町村

 対象農用地の移動等の管理

 農用地等実施状況確認データ登録、帳票化
（別記3関連）

＜ 両システムに共通する特徴 ＞

• Webサーバー（既存）を活用して、活動組織 ⇔ 市町村
⇔ 道庁、道協議会 の間で全ての情報を共有し、修正
等も相互に行うことを可能とする

• タブレット、スマートフォン等を使用することにより、
現地で活動情報の登録も可能

【 道庁・道協議会】

 マスタ情報メンテナンス（初期登録、修正指示）
※予めH30活動計画書等のDBを構築し、無償で

マスタ登録・提供（新様式での書面送付も検討）

 全ての組織と市町村の書類確認、修正をシステム
内で実施

 各種調査に対応すべく諸元値を把握

 詳細の取組内容の把握と情報収集

 農地・農業用施設の地図情報DB（北海道地域資
源保全情報）の構築、更新

※毎年、印刷図面を送付し、登録作業も支援

★都府県（推進組織）とシステムを共有し、ランニ
ングコストの低減を目指したい！

≪ Win、Mac、And、iOS対応 ≫

＜ 現状で生じている不備等の内容 ＞

 修正指示が反映されていない活動計画書や実施状況
報告関係書類が非常に多い実態

 日当等の支出根拠資料などの不備

 第三者に対する活動位置の説明資料（保全情報）の
不足

 本交付金の有効性を第三者に説明するうえで必要と
なる、詳細な活動情報の把握・蓄積

≪ 帳票作成システム の機能 ≫
－ H31.4運用開始予定 －

◆ 活動組織 （広域活動組織）

 マスタ情報メンテナンス（更新管理）

 活動情報の登録（作業日報簡易登録）

 登録情報に基づく帳票化（不備箇所の通知）

→活動計画書（規約等含む）、認定及び補助申請、
実施状況報告関連（活動記録含む）

→活動日報、写真帳、金銭出納簿、総会資料、
決裁鏡・領収書等台紙、財産管理台帳（貸与者
一覧）、源泉徴収票、金融機関振込依頼書 等

※源泉徴収票へマイナンバーの反映を検討

※Excelによる活動情報等の登録、メールによる活
動案内等も検討

◆ 市町村

 マスタ情報メンテナンス（修正指示）

 対象農用地の移動等の情報管理

 補助申請・決定通知書等の帳票化
（※道による様式化を検討）

 北海道（道協議会経由）への実績報告書等
（※複数組織のデータを集約）

共
有

反
映

情報共有

適正な書類

システム
へ簡易入力

北海道日本型直接支払推進協議会

共有
反映

保全情報

省力化
（自動生成）

さまざまな機器を用いて・・・

共
有

反
映

共有
反映



活動情報の登録（作業日報簡易登録）

交付金使途内容の登録

その他情報の登録

◆ 活動組織 ◆

 事業認定申請

 交付申請（概算払申請含む）

 実施状況報告（活動記録含む）

 総会資料（決算、事業実績等）

 活動日報、写真帳

 金銭出納簿、決裁鏡・領収書等台紙

 日当等支払簿、源泉徴収票、金融機関振込
依頼書

 財産管理台帳（貸与者一覧）

帳票作成システムの構築構想（運用イメージ）

帳票作成システム
＜Ｗｅｂサーバー＞

簡易入力

◆ 市町村 ◆
◆ 道・道協議会 ◆

 登録情報の確認

 諸元値の把握

 取組内容の把握

 情報収集

② 確認

③ 修正指示

① 登録

④ 確認･反映

⑤ 自動生成

◆ 市町村 ◆

事業認定通知

交付決定通知（任意）
※概算払決定通知（任意）含む

実施状況確認報告書
（様式1-9）
※複数組織を集約

◆ 道・道協議会 ◆

 実施状況取りまとめ報告書
（様式1-10）
※複数市町村を集約

＜マスタ情報メンテナンス＞
組織名、資源量（面積・延長）、単価、
構成員氏名、役職氏名、対象活動 etc

保全情報記録システム
＜ＷｅｂＧＩＳ＞

保全
情報

⑤ 自動生成連
動
を
検
討



平成 31 年度制度⾒直しに伴う申請業務等への⽀援 

１．はじめに 
農林⽔産省では、多⾯的機能⽀払交付⾦の制度⾒直しに向けて、平成 31 年４⽉に実

施要綱・要領の改正が実施され、併せて事業計画書等の様式の⾒直しが⾏われる。 
このことにより、平成 30 年度を事業期間の終期としている活動組織にあっては、新たな様式

を⽤いて認定申請事務を⾏う必要が⽣じるが、交付⾦の早期交付に向けては、速やかに⼿続
きを⾏う必要があり、農繁期を前にする活動組織にとっても⼤きな負担となるもの。 

また、事業期間の終期が平成 31 年度以降の活動組織では、⾯積精査等に伴い事業計
画書に変更が⽣じる場合は、新たな様式を⽤いる必要があり、混乱が⽣じることが予想される。 

以上のことから、活動組織における円滑な制度移⾏に向けて次の⽀援を⾏うものである。 

２．道協議会が⾏う⽀援の内容 
（１）道協議会は、市町村から提出された「H29 年度実施状況確認報告書（国様式第 1-9

号）」等の既存のデータを活⽤し、聞取り調書の基礎資料を作成する。 
（２）関係市町村に基礎資料を案内し、活動組織等の確認・修正等の作業を経て、事業計

画書の作成に必要となる更なる情報を整理。 
（３）関係市町村から整理後のファイルの提供を受け、マスタ情報のデータベース作成を⾏う。 
（４）新たな様式が⽰された後、道内全ての活動組織等の事業計画書に反映し、関係市町村

へ書⾯にて送付。 
（５）データベースの情報は、帳票作成システムのマスタ情報として登録し、システムへの初期登

録に係る事務負担が⽣じないようにする。 

３．スケジュール 
（１）情報収集のスケジュール 

・２⽉下旬 → 市町村へマスタ情報のデータベース作成に向けた情報収集の案内 
・３⽉上旬 → 市町村より確認結果の報告 
・３⽉下旬 → 市町村へ最終版データベースを提供し内容確認を受ける 

（２）事業計画書等の送付 
・４⽉上旬に新たな様式が⽰された後に、２（３）の書⾯送付を⾏う。 

（３）その他 
・軽微な修正等は、事業計画の認定後に実施することが可能。 

４．帳票作成システムの活⽤ 
第三者が⾏う検査等において、活動計画書・経理関係書類の不備が指摘されるなか、事務負

担の軽減要望が⾮常に多い状況にあることから、これらの課題解決に向けて、道協議会が帳票
作成システムを構築し、平成 31 年度より運⽤を開始することとした。 

当該システムの初期登録は、２（５）に記載のとおり道協議会が全て⾏うことと、運⽤費は当
⾯の間、道協議会が全額を負担することから、前述の課題解決に向けて道内全ての活動組織
等において、当該システムを活⽤頂くことを想定。 

更には、本交付⾦に携わる全ての活動組織・市町村・道庁及び道協議会の３者がシステムを
活⽤することで、活動事例の収集・発信による交付⾦の有効性の確認と本道の地域特性に応
じた制度への⾒直し、システムの利便性の向上による負担軽減等の実現を⽬指す。 

 




